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１ はじめに  

国際海事機関（ IMO）において、船舶からの GHG

排出量削減のため、技術的手法、運航的手法、経済

的手法の検討が進められており、運航的手法では、

航海計画の改善による運航効率化を促進することが

求められている。船舶では、減速運航を行えば大き

な CO2 削減効果が期待できるが、現状では気象・海

象の影響で期日に遅れるリスクを避けるため、過大

な速度で運航し目的港で沖待ちする傾向がある。ま

た、配船計画と航海計画とが個別に行われ、減速運

航が効率的に実施できているとはいえない。  

本事業では、環境省からの受託により 2013 年度

から 3 年間の計画で、減速運航を考慮した配船シス

テムと気象等の影響を考慮した航海計画を提供する

システムを開発し統合することで、輸送期日に遅れ

るリスクを避けつつ、必要最低限の速度での環境に

優しい運航と最適な配船を可能とし、船舶から排出

される CO2 を大幅に削減することを目標とし削減

効果を検証・評価する方法を開発している。本年は

最終年度であり、セメント船、油タンカー、RORO

船 40 隻程度を対象に実証実験に着手したところで

ある。  

 

２ プロジェクトの概要  

本プロジェクトの概要を図 1 に示す。荷主側で配

船支援システムを活用し、減速航海を考慮した配船

案を作成し、船社に輸送要請を伝える。船舶では船

長が航路を作成し、船速計画支援システムにて気象

海象の予測値を考慮したジャストインタイムの最適

船速運航を生成し実施する。海技研は航行状況をモ

ニタリングし、常用運航と比較して CO2 評価手法に

より航海レポートが荷主、船会社と船舶にフィード

バックされ関係者間で情報共有される。  

 

３ 研究開発概要  

３．１ 配船計画の最適化アルゴリズム開発  

配船計画のアルゴリズムは、海技研と（公財）鉄

道総合技術研究所とがそれぞれ整数計画法と制約プ

ログラミングという異なる手法を用いて開発を行っ

た 2)。対象船舶の配船計画立案に要する演算時間は、

どちらのアルゴリズムも 5 分以下（当初目標 10 分）

であり、当初の演算時間の目標を満足した。また、  

 

図 1 プロジェクト概要 

 

減速の効果を考慮した配船案により図  2 に示す

とおり、16％程度の CO2 削減効果のポテンシャル

が見込めることをシミュレーションベースで確認し

た。  

 

図 2 配船最適化 

 

３．２ 航海船速計画アルゴリズム  

船速計画アルゴリズムは、風、波、海流が船速に与

える影響を考慮して動的最適化手法を用いて燃料消

費量（CO2 排出量）を最小化する船速計画を立案す

る。3 日程度の航海の船速計画立案は数十秒（当初

目標１分）で計算が可能であり、当初の演算時間の

目標を満足した。また、減速の効果を考慮した航海

では大きな CO2 削減効果のポテンシャルが見込め

ることをシミュレーションベースで確認した。  

 

３．３ 船載機開発  

船舶から航海計画の要求を受け、海技研が本シス

テムにて演算した結果を船上で表示する GUI とし



ての船載機について開発を行った。海技研が表示す

べき項目等について企画・検討を行い、これに沿い

メーカー（日本無線㈱、㈱戸高製作所、MHI マリン

エンジニアリング㈱）にて既存の船載機の表示部分

について所要の改修を行った  

 

３．４ 航海と配船計画支援システム一体化  

船舶、荷主等との情報連携のシステムについて、

実用型プロトタイプを構築した。図 3 にシステムの

画面の一部を示す。この画面を使用することにより

で、関係者間で情報の共有がはかられる。  

 

図 3 統合化システム 

 

３．５ 温室効果ガス削減量の定量化手法の開発  

国際海事機関（IMO）等の動向を踏まえ、本事業

で開発した支援システムを用いることにより削減さ

れた温室効果ガス排出量の定量化手法について技術

的な検討を行った。本評価手法は、各船社が船舶か

ら受けている航海に関する排水量、輸送距離等の基

本情報又は、航海と機関関連のモニタリングデータ

を基に温室効果ガス排出量の定量化を行う。この技

術的手法について、環境問題について関心の高い欧

州の学会に論文を発表するとともに、評価手法とし

て取りまとめた 1)。さらに、本評価手法の妥当性を

確認するため、第三者審査機関（LRQA）から J-ク

レジット制度の評価方法として妥当性の確認審査を

受けた。  

 

４ 実証実験  

セメント船（19 隻）、油タンカー（17 隻）及び

RORO 船（5 隻）を対象に、海技研が荷主及び船社

と共同で配船・航海計画支援システム導入による

CO2 排出削減量を検証するため 2015 年春より実証

実験に着手した。図 4 にセメント船で減速運航を実

施した例を示す。細線が実際に使用した燃料消費量

（1 時間移動平均）で、太線が船速計画の案、破線

が常用出力となっている。常用出力で航行したと仮

定すると、船速計画範囲は 31 時間 24 分の航海とな

ったが、減速航海アルゴリズムで推奨した計画では

34 時間 3 分の航海を推奨し、船速計画の範囲内での

燃料消費量を比較した場合、約 14%の節約が見込め

る計画を立案した。船舶はこの計画を参考に航行し、

実運航では 33 時間 40 分となり、約 12%の燃料消費

量削減に成功した。なお、推奨運航は最終地点を船

長が指定した時間の 28 分前に通過するもので、目

的地に間に合う計画を生成できている  

 

 

図 4 実験結果 

 

５ まとめ  

以上の通り、配船・航海支援に関するプログラム

開発を行い、配船・航海支援統合システムを作成し、

実証実験に着手した。2015 年度は荷主・船社などと

協力し実証実験を継続して実施・評価を行い、事業

化・製品化に取り組む。  
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選択された船舶の航海情報表示

航海ごとの
レポート表示

ユーザーに関係する船舶の動静情報の概要表示


